
平成16年11月24日平成17年 3月期 個別中間財務諸表の概要
上 場 会 社 名 株 式 会 社  サ ン エ ー 化 研 上 場 取 引 所 JQ

コ ー ド 番 号 423 4 本社所在都道府県 東 京 都

（ＵＲＬ http://www.sun-a-kaken.co.jp ）

代 表 者 役 職 名 代 表 取 締 役 社 長 氏 名 山 田 　 次 夫
問合せ先責任者 役 職 名 専 務 取 締 役

氏 名 家 島 　 裕 嵩 Ｔ Ｅ Ｌ(     )03 3258－3110

中間決算取締役会開催日 平 成 16年 11月 24日 中間配当制度の有無 有
中 間 配 当 支 払 開 始 日 平 成 16年 12月  6日 単元株制度採用の有無 有（１単元  1,000株）

1. 16年 9月中間期の業績 （平成16年 4月 1日～平成16年 9月30日）

( 1 )経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

16年 9月中間期       13,542     5.7         789    52.8         827    49.9
15年 9月中間期       12,807    △2.3         516    △8.1         552    △1.5

16年 3月期       26,042－        1,221－        1,241－

1株 当 た り 中 間中間(当期)純利益 (当 期 )純 利 益
％ 円 銭百万円

16年 9月中間期          492    58.4          48.12
15年 9月中間期          311     6.9          30.31

16年 3月期          732－          68.63

(注 )1.期中平均株式数 16年 9月中間期     10,236,289株 15年 9月中間期     10,258,054株
16年 3月期     10,248,642株

2.会計処理方法の変更 無
3.売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

( 2 )配当状況
(注 )16年 9月中間期　中間配当金の内訳1株当たり中間配当金 1株当たり年間配当金

記念配当 － 円－銭円 銭 円 銭
16年 9月中間期           7.00－ 特別配当 － 円－銭
15年 9月中間期           7.00－

16年 3月期 －          14.00

( 3 )財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

16年 9月中間期       26,646       13,545     50.8      1,323.42
15年 9月中間期       24,906       12,679     50.9      1,238.09

16年 3月期       26,212       13,292     50.7      1,295.41

(注 )1.期末発行済株式数 16年 9月中間期     10,235,400株 15年 9月中間期     10,241,000株
16年 3月期     10,238,900株

2.期末自己株式数 16年 9月中間期         84,600株 15年 9月中間期         79,000株
16年 3月期         81,000株

2. 17年 3月期の業績予想 （平成16年 4月 1日～平成17年 3月31日）

1株当たり年間配当金
売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益

期 末

百万円 百万円 百万円 円銭 円銭
通 期       27,364       1,484         890          7.00         14.00

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )          84円12銭

上 記 予 想 は 本 資 料 の 発 表 日 現 在 に お い て 入 手 可 能 な 情 報 及 び 将 来 の 業 績 に 影 響 を 与 え る 不 確 実 な 要 因
に 係 わ る 本 資 料 の 発 表 日 現 在 に お け る 仮 定 を 前 提 と し て お り ま す 。 実 際 の 業 績 は 、 今 後 の 様 々 な 要 因
に よ っ て 異 な る 結 果 と な る 可 能 性 が あ り ま す 。
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７．個別中間財務諸表等 

(1) 中間貸借対照表 

  
前中間会計期間末 
(平成15年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成16年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金  3,822,920 3,187,641 4,353,897 

２．受取手形  4,250,640 4,010,710 4,070,208 

３．売掛金  4,761,151 5,510,033 5,226,344 

４．たな卸資産  2,784,279 3,197,814 2,878,191 

５．繰延税金資産  200,614 199,306 209,450 

６．その他  52,268 69,622 35,551 

貸倒引当金  △55,116 △38,168 △37,284 

流動資産合計   15,816,759 63.5 16,136,959 60.6  16,736,359 63.8

Ⅱ 固定資産    

１．有形固定資産 ※１   

(1）建物  1,632,661 1,584,401 1,572,588 

(2）機械及び装置  2,744,804 2,950,145 2,896,836 

(3）その他  1,006,627 1,959,819 934,555 

計  5,384,094 6,494,367 5,403,980 

２．無形固定資産  23,253 12,335 17,794 

３．投資その他の資産    

(1）投資有価証券  3,101,726 3,509,321 3,717,102 

(2）繰延税金資産  255,576 156,495 86,046 

(3）その他  509,156 346,874 262,245 

貸倒引当金  △184,424 △9,408 △10,582 

計  3,682,035 4,003,283 4,054,811 

固定資産合計   9,089,382 36.5 10,509,986 39.4  9,476,586 36.2

資産合計   24,906,141 100.0 26,646,946 100.0  26,212,945 100.0
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前中間会計期間末 
(平成15年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成16年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．支払手形  3,381,902 3,595,282 3,358,134 

２．買掛金  1,828,106 2,226,616 2,068,600 

３．短期借入金  3,001,000 3,101,000 3,101,000 

４．一年内償還予定社
債 

 20,000 20,000 20,000 

５．一年内返済予定長
期借入金 

 282,274 312,344 312,344 

６．未払金  554,103 519,418 482,259 

７．未払法人税等  318,080 329,215 447,808 

８．未払消費税等 ※２ 54,845 36,257 41,502 

９．賞与引当金  380,000 375,000 370,000 

10. 設備支払手形  292,229 436,520 350,845 

11．その他  63,672 65,798 88,002 

流動負債合計   10,176,214 40.9 11,017,454 41.4  10,640,497 40.6

Ⅱ 固定負債    

１．社債  300,000 280,000 290,000 

２．長期借入金  690,968 633,624 789,796 

３．退職給付引当金  854,592 907,170 918,547 

４．役員退職慰労引当
金 

 154,390 119,375 182,140 

５．その他  50,662 143,575 99,367 

固定負債合計   2,050,612 8.2 2,083,745 7.8  2,279,851 8.7

負債合計   12,226,827 49.1 13,101,199 49.2  12,920,348 49.3

    

（資本の部）    

Ⅰ 資本金   1,599,000 6.4 1,599,000 6.0  1,599,000 6.1

Ⅱ 資本剰余金    

１．資本準備金  1,522,559 1,522,559 1,522,559 

資本剰余金合計   1,522,559 6.1 1,522,559 5.7  1,522,559 5.8

Ⅲ 利益剰余金    

１．利益準備金  335,983 335,983 335,983 

２．任意積立金  8,390,000 8,890,000 8,390,000 

３．中間（当期）未処
分利益 

 501,417 743,078 851,153 

利益剰余金合計   9,227,400 37.1 9,969,062 37.4  9,577,137 36.5

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

  380,406 1.5 512,156 1.9  646,034 2.5

Ⅴ 自己株式   △50,052 △0.2 △57,032 △0.2  △52,135 △0.2

資本合計   12,679,314 50.9 13,545,746 50.8  13,292,596 50.7

負債・資本合計   24,906,141 100.0 26,646,946 100.0  26,212,945 100.0
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②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   12,807,810 100.0 13,542,058 100.0  26,042,006 100.0

Ⅱ 売上原価   10,979,319 85.7 11,440,107 84.5  22,196,231 85.2

売上総利益   1,828,490 14.3 2,101,950 15.5  3,845,775 14.8

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

  1,311,713 10.3 1,312,492 9.7  2,624,191 10.1

営業利益   516,777 4.0 789,457 5.8  1,221,583 4.7

Ⅳ 営業外収益 ※１  68,668 0.5 76,061 0.6  95,882 0.3

Ⅴ 営業外費用 ※２  33,201 0.2 37,628 0.3  76,023 0.3

経常利益   552,244 4.3 827,890 6.1  1,241,442 4.7

Ⅵ 特別利益 ※３  － － － －  26,260 0.1

Ⅶ 特別損失 ※４  15,123 0.1 16,585 0.1  33,863 0.1

税引前中間(当期)
純利益 

  537,121 4.2 811,304 6.0  1,233,839 4.7

法人税、住民税及
び事業税 

 304,000 288,000 601,000 

法人税等調整額  △77,884 226,115 1.8 30,707 318,707 2.4 △99,589 501,410 1.9

中間(当期)純利益   311,005 2.4 492,597 3.6  732,429 2.8

前期繰越利益   190,411 250,481  190,411

中間配当額   － －  71,687

中間(当期)未処分
利益 

  501,417 743,078  851,153
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項  目 
前中間会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

(1）有価証券 (1）有価証券 (1）有価証券 １．資産の評価基準及び評価

方法 満期保有目的の債券 満期保有目的の債券 満期保有目的の債券 

 償却原価法（定額法） 同左 同左 

 子会社株式及び関連会社株式 子会社株式及び関連会社株式 子会社株式及び関連会社株式

 …移動平均法による原価法 同左 同左 

 その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

 時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

 …中間決算日の市場価格

等に基づく時価法（評

価差額は全部資本直入

法により処理し、売却

原価は移動平均法によ

り算定） 

同左 …決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価

は移動平均法により算

定） 

 時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

 …移動平均法による原価

法 

同左 同左 

 (2）たな卸資産 (2）たな卸資産 (2）たな卸資産 

 製品、商品、原材料及び仕掛

品 

製品、商品、原材料及び仕掛

品 

製品、商品、原材料及び仕掛

品 

 総平均法による原価法 同左 同左 

 貯蔵品 貯蔵品 貯蔵品 

 最終仕入原価法 同左 同左 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 (1）有形固定資産 ２．固定資産の減価償却の方

法  定率法（ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物（附

属設備を除く）は定額法）を採

用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物      31年 

機械及び装置  ８年 

同左 同左 

 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

  定額法を採用しております。 同左 同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

  売上債権、貸付金等の貸倒損

失に備えるため一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を検討し、回

収不能見積額を計上しておりま

す。 

同左 同左 

 (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

  従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、支給見込

額に基づき当中間会計期間負担

額を計上しております。 

同左  従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、支給見込

額に基づき当事業年度負担額を

計上しております。 
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項  目 
前中間会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

 (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

 会計基準変更時差異(881,777

千円)については、５年による按

分額を費用処理しております。

 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理するこ

ととしております。 

同左  従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。 

会計基準変更時差異(881,777

千円)については、５年による按

分額を費用処理しております。

 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理するこ

ととしております。 

 (4）役員退職慰労引当金 (4）役員退職慰労引当金 (4）役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支給に備

える為、内規に基づく中間期末

要支給額を計上しております。

同左  役員の退職慰労金の支給に備

える為、内規に基づく期末要支

給額を計上しております。 

４．外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

同左  外貨建金銭債権債務は、決算日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

６．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

  特例処理の条件を充たしてい

る金利スワップについては特例

処理によっております。 

同左 同左 

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段…金利スワップ ヘッジ手段…同左 ヘッジ手段…同左 

 ヘッジ対象…投資有価証券

(債券)・借入金

ヘッジ対象…同左 ヘッジ対象…同左 

 (3）ヘッジ方針 (3）ヘッジ方針 (3）ヘッジ方針 

  投資有価証券（債券）及び借

入金の金利変動リスクをヘッジ

しております。 

同左 同左 

 (4) ヘッジ有効性評価の方法 (4) ヘッジ有効性評価の方法 (4) ヘッジ有効性評価の方法 

  特例処理によっている金利ス

ワップについては、有効性の評

価を省略しております。 

同左 同左 
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項  目 
前中間会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

(1) 消費税等の会計処理 (1) 消費税等の会計処理 (1）消費税等の会計処理 ７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

 税抜方式によっております。 同左 同左 

 
 
 
 
注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

項  目 
前中間会計期間末 
（平成15年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

前事業年度末 
（平成16年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償

却累計額 
12,854,336千円 13,569,183千円 13,240,015千円

※２．消費税等の取扱い  仮払消費税及び仮受消費税等

は、相殺のうえ、流動負債の「未

払消費税等」として表示しており

ます。 

同左 ───── 

 
 
 
 
（中間損益計算書関係） 

項  目 
前中間会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日）

※１．営業外収益のうち重要

なもの 
   

受取利息 548千円 820千円 1,441千円 

受取配当金 50,236千円 38,093千円 62,814千円 

保険収入 － 21,087千円 － 

※２．営業外費用のうち重要

なもの 
   

支払利息 25,458千円 25,321千円 51,454千円 

社債利息 1,469千円 1,421千円 2,910千円 

※３．特別利益のうち重要な

もの 
   

    貸倒引当金戻入益 － － 26,260千円 

※４．特別損失のうち重要な

もの 
   

固定資産除却損 － 16,585千円 25,713千円 

会員権評価損 8,150千円 － 8,150千円 

 ５．減価償却実施額    

有形固定資産 430,785千円 435,996千円 904,896千円 

無形固定資産 5,458千円 5,458千円 10,917千円 
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（リース取引関係） 

項  目 
前中間会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

 リース物件の所有権

が借主に移転すると認

められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取

引（借主側） 

 

 

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額
(千円)

機械及
び装置
362,496 37,343 325,153

有形固
定資産
その他

91,160 33,657 57,502

無形固
定資産

50,549 43,229 7,320

合計 504,206 114,230 389,975

  

 

 

取得価
額相当
額 
(千円)

減価償
却累計
額相当
額 
(千円)

中間期
末残高
相当額
(千円)

機械及
び装置
351,985 53,196 298,789

有形固
定資産
その他
134,082 38,209 95,873

無形固
定資産

18,696 311 18,384

合計 504,764 91,717 413,046

  

 

 

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円)

期末残
高相当
額 
(千円)

機械及
び装置 
359,538 48,301 311,237

有形固
定資産
その他 
110,530 38,206 72,323

合計 470,069 86,508 383,560

  

 （注） 取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により

算定しております。 

同左 （注） 取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利

子込み法により算定してお

ります。 

 ２．未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料期末残高相当額

 
 
１年内 56,255千円

１年超 333,720千円

合計 389,975千円
  

 
１年内 62,157千円

１年超 350,889千円

合計 413,046千円
  

 
１年内 52,283千円

１年超 331,277千円

合計 383,560千円
  

 （注） 未経過リース料中間期末残

高相当額は未経過リース料

中間期末残高が有形固定資

産の中間期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利

子込み法により算定してお

ります。 

同左 （注） 未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

 ３．支払リース料及び減価償却費相

当額 

３．支払リース料及び減価償却費相

当額 

３．支払リース料及び減価償却費相

当額 

 
 
支払リース料 32,085千円

減価償却費相当額 32,085千円
  

 
支払リース料 28,164千円

減価償却費相当額 28,164千円
  

 
支払リース料 66,426千円

減価償却費相当額 66,426千円
  

 ４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

同左 同左 
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（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価の

あるものはありません。 

 

 
 
 
（１株当たり情報） 

前中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

  
１株当たり純資産額 1,238円09銭 

１株当たり中間純利 
益金額 

30円31銭 

  

  
１株当たり純資産額 1,323円42銭

１株当たり中間純利 
益金額 

48円12銭

  

  
１株当たり純資産額 1,295円41銭

１株当たり当期純利 
益金額 

68円63銭

  
 （注）１．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。 

２．１株当たり中間（当期）純利益金額算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
前中間会計期間 
(自 平成15年４月１日
至 平成15年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年４月１日
至 平成16年３月31日)

中間（当期）純利益（千円） 311,005 492,597 732,429 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 29,000 

（うち利益処分による役員賞与金） （－） （－） （29,000）

普通株式に係る中間（当期）純利益（千
円） 

311,005 492,597 703,429 

期中平均株式数（千株） 10,258 10,236 10,248 

 
 

 


